
単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【交通政策課】

鉄道整備促進事業費 83,988 鉄道の利便性向上を図るため、鉄道施設等の整備充実に努めるとと

(88,396) もに、琵琶湖環状線を活かした取り組みを促進する。

国 1,292 １ 輸送力・利便性向上整備事業 63,809

繰 24,800 県内鉄道施設等の整備充実、輸送力の増強等を促進するととも

に、地域づくりの基盤整備を進め、鉄道利用者の利便性向上を図

財 93 る。

○一 57,803 (1) 鉄道沿線観光ガイド設置事業 18,500

(2) 無人駅利便性向上事業 6,300

(3) 信楽高原鐵道運営費補助 5,030

(4) 鉄軌道輸送対策事業費補助 22,222

ＣＴＣ（列車集中制御装置）更新等

(5) 信楽高原鐵道保安設備整備費補助 6,667

踏切保安設備の改良、落石等防護設備の設置等

(6) 公共交通機関の需要創出事業推進費補助 2,750

草津線の利用増進策推進

２ 琵琶湖環状線促進対策事業 15,493

琵琶湖環状線を活用した利用促進策を展開し、今後のダイヤの

充実および地域の活性化を図る。

(1) 琵琶湖環状線を活用した集客・交流創造事業 15,400

① 誘客事業の支援

② 利用客目標達成プログラムの支援

③ 全県的な琵琶湖環状線利用促進事業の支援

小学生体験学習プログラム支援事業

重 琵琶湖下流域の小学生(京都府・大阪府)に対象拡大

3,000



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

地域交通対策費 306,958 １ 地方バス等対策事業 306,794

(321,432)

マイカー中心に偏った交通体系から、環境負荷の少ない交通手

○一 306,958 段への誘導を図るため、バス路線を維持するなど地域交通対策を

促進する。

(1) 地方バス路線運行維持対策事業 281,694

地方バス路線の運行を確保するため、路線バス事業者および

バス事業を行う市町に補助する。また、複数の交通手段の選択

・組み合わせによる効率的な交通体系の構築を促進するため、

デマンドタクシーを運行する市町に補助する。

(2) 生活交通セーフティネット事業（資－土木１） 25,100

地域の実情に応じた生活交通確保の取組を支援し、それぞれ

の地域において生活を営むために必要な一定レベルの公共交通

(生活交通セーフティネット)を確保・提供するための事業を実

施・展開する。

重① 交通不便地デマンド交通運行費補助 15,100

② 地域自主事業費補助 10,000

交通安全推進費 182,630 交通事故の防止は県民一人ひとりが全力を挙げて取り組むべき緊急

(193,836) かつ重要な課題であることから、県民の交通モラルの高揚を図り交通

事故の発生を抑制するため、年齢層ごと、交通種別ごとに特化した交

繰 10,244 通安全運動や広報啓発活動を展開する。

○一 172,386 １ 交通安全対策推進事業 170,973

テレビ・ラジオ放送を通じて、県民に交通ルール、交通マナー

の実践を呼びかけたり、交通死亡事故多発警報の発令時に県民の

注意を喚起するとともに、交通安全関係団体等の実施する交通安

全推進活動を支援するなど、広く県民に対して交通安全に関する

広報啓発活動を推進する。

２ 交通安全教育推進事業 1,066

高齢者人口の増加と相まって、高齢者の交通事故はさらに増加

するものと懸念され、高齢者の交通事故防止が課題であることか

ら、地域における交通安全指導員を養成し、高齢者に対する交通

安全教育を強化する。また、自転車事故が増加傾向にあることか

ら、自転車利用者に対する継続的な交通安全教育や啓発を実施し

て、自転車の交通事故防止とマナーの向上を図る。



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

総合交通企画費 35,856 環境問題、エネルギー問題、交通事故・交通渋滞等の社会的問題と

(6,155) なっているマイカー中心の交通体系から地球環境や経済環境にも優し

い鉄道やバス等の公共交通機関利用へ、近距離移動においては、自転

繰 14,941 車利用へのシフトを促す環境整備等を図る。

○一 20,915 １ エコ交通推進事業 4,300

鉄道やバス等の公共交通機関と自転車、徒歩等の組み合わせに

よる、人と環境にやさしく、利便性が高い交通体系の構築を図

る。

○新２ 自転車利用促進事業 16,691

自転車利用の目指すべき方向性を示すプランを策定するほか、

駅を軸としたアクセス手段の確保や、自転車利用者へのサポート

体制の整備等、自転車の魅力を高め、利用しやすい体制の構築を

図る。

重(1) 自転車生活・エコチャリ推進事業 1,750

○新重３ 滋賀交通ビジョン策定事業（資－土木１） 13,000

環境負荷低減につながる滋賀らしい交通体系の構築のため、滋

賀の将来を見据えた新たなビジョンを策定する。



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【道路課】

道路関係公共事業 17,684,960 県管理の国道および県道の計画的整備を進めるとともに、必要な維

(18,118,469) 持管理を行うため、道路改良、踏切除却、交差点改良、自歩道設置、

橋りょうの耐震対策等の事業を実施する。（資－土木２）

国 6,218,850

主な補助公共事業

分 132,789 事 業 名 箇所数 見積額

繰 327,119 補助道路整備事業費 85 9,612,000

起 10,710,100 補助道路修繕事業費 28 1,316,000

○一 296,102 補助雪寒対策事業費 3 125,000

地域活性化基盤道路整備事業費 45 920,000

市町道路事業調整推進費 － 9,000

主な単独公共事業

事 業 名 箇所数 見積額

単独道路改築事業費 95 974,000

単独交通安全施設整備事業費 － 40,800

道路補修費 － 4,688,160

近江の美知普請事業 21,130

※道路補修費の内数

マイロード登録者制度、美知メセナ制度、道路愛護活動事

業等の活用により、県民と協働して快適な滋賀の道路の維持

管理を推進する。

道路愛護活動 20,940

南部地域振興プラン 538,000

南部地域の振興を図る上で緊急度の高い広域道路の整備を

推進する。

補助道路整備事業費 500,000

単独道路改築事業費 38,000



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

通学路の安全点検を実施するほか、びわ湖サイクルロード

から観光地等へのアクセスネットワークを検討し整備計画を

策定する。

※単独交通安全施設整備事業費の内数

重 通学路安全対策 ８学区（資－土木１） 8,000

重 ビワイチ自転車ネットワーク整備計画策定 4,000

道路交通調査費 7,500 道路行政推進のための基礎調査および構想等の調査検討を行う。

(49,500)

１ 地域高規格道路調査費 7,500

国 2,500

名神名阪連絡道路の検討調査を行う。

○一 5,000

道路除雪費 353,580 雪寒地域およびその他の降雪地域において除雪を行うとともに、除

(317,510) 雪に必要な除雪機械を整備する。

国 181,470

起 19,300

○一 152,810

国直轄道路事業費負 4,567,000 国が直轄で実施する国道整備事業に対して、その経費の一部を法律

担金 (4,922,866) の定めるところにより負担する。

起 4,567,000



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【河港課】

河川関係公共事業 6,912,930 洪水被害を防止するための河川の改修および維持管理、河川環境の

(6,542,880) 保全整備等の事業を実施する。（資－土木３）

国 1,433,680 主な補助公共事業

事 業 名 箇所数 見積額

繰 1,100,000

補助広域河川改修事業費 16 1,915,450

起 4,286,900

補助河川環境整備事業費 3 228,900

○一 92,350

補助河川災害関連事業費 1 100,000

補助河川総合流域防災事業費 12 661,500

補助河川障害防止対策事業費 1 94,500

主な単独公共事業

事 業 名 箇所数 見積額

単独河川改良事業費 57 1,340,000

みずべ・みらい再生事業費 － 2,572,580

単独河川改良事業費

ダム関連河川（大戸川・芹川）対策 400,000

※単独河川改良事業費の内数

治水対策を効果的・効率的に実施するための調査・設計・

工事を実施する。

みずべ・みらい再生事業費

土砂堆積や竹木の繁茂が著しい箇所への対応 1,000,000

※みずべ・みらい再生事業費の内数

出水時に著しい土砂の堆積や竹木の繁茂により洪水流を阻

害し、甚大な被害が生じるおそれのある河川で、浚渫、竹木

の伐採、護岸補修等早急な対策を実施する。



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

みずべ・みらい再生事業費

川･人･地域がつながるふるさとの川づくり事業 10,000

※みずべ・みらい再生事業費の内数

希薄化している人と川、水辺とくらしとの関わりを回復す

るとともに、高水敷の活用や伐竹材の有効活用など維持管理

コストの縮減、循環型社会の構築に配慮し、適切な河川管理

につなげるモデル事業を実施する。

重① 高水敷で菜の花エコプロジェクト事業 4,752

重② ヒツジと一緒に河川愛護事業 1,000

重③ 牛さん快適、竹パウダー事業 4,248

みずべ・みらい再生事業費

ふるさとの川づくり協働事業費 181,600

※みずべ・みらい再生事業費の内数

県管理河川について、地域との協働による河川の維持管理

を推進するため、県・市町・地域の連携を強化し、地域住民

が「ふるさとの川」として守り育てる意識を醸成するととも

に、特に高齢者に配慮した河川愛護活動の活性化のための支

援を行う。

① 河川愛護活動 106,600

② 地域活動支援 75,000

港湾関係公共事業 5,250 港湾施設を適正に維持する上で、効果的かつ効率的な視点から維持

(310,058) 管理を行う予防保全としての維持管理計画を策定する。

国 2,000 主な補助公共事業

事 業 名 箇所数 見積額

○一 3,250

補助港湾改修事業費 1 5,250



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

水害に強い地域づく 31,393 ○新重１ バーチャルリアリティ(ＶＲ)シミュレーション作成事業

り事業費 ( －) （資－土木４） 15,510

地域の水害特性について、子供から高齢者まで視覚で理解して

○一 31,393 もらえるようバーチャルリアリティ(ＶＲ)を作成し、出前講座等

で活用する。

○新重２ 耐水化建築ガイドライン(案)作成事業

（資－土木４） 15,883

土地利用誘導・建築規制を行うことにより、人的被害と深刻な

資産被害を回避する。そのために、適格建築物であるか否かを判

断するためのガイドラインを作成する。

補助土木施設災害復 502,694 被災した公共土木施設の復旧を行う。

旧事業費 (500,000)

平成23年発生災害 応急復旧分

国 317,631 平成22年発生災害

起 184,900

○一 163

国直轄河川事業費負 373,095 国が直轄で実施する河川整備事業に対して、その経費の一部を法律

担金 (570,068) の定めるところにより負担する。

起 367,500

○一 5,595



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【河川開発課】

ダム関係公共事業 195,164 北川ダムは、検証に必要な調査を実施する。

(192,371) また、管理ダムについては、老朽化した施設を計画的に更新整備す

る。

国 76,947

主な補助公共事業（超過負担含む）

諸 26,102 事 業 名 箇所数 見積額

起 82,400 補助河川総合開発事業費 1 30,692

○一 9,715 補助堰堤総合流域防災事業費 2 164,472

芹谷地域振興対策費 341,844 １ 芹谷地域振興促進費 336,320

( 21,223)

(1) 芹谷地域振興事業交付金 300,000

起 12,000 芹谷地域の地域振興を図るため、多賀町に設置された芹谷地

域振興基金の追加造成および多賀町が行う地域振興施策に対

○一 329,844 し、交付金を交付する。

(2) 地域振興促進事務委託 4,259

水源地域対策費 3,915 国等が施行するダム建設事業に伴う水源地域の影響を緩和するた

(9,215) め、水源地域対策特別措置法に基づく下流受益府県の負担支援を受け

て、地元市町が実施する水源地域整備計画事業に対して交付金を交付

○一 3,915 する。

丹生ダム水源地域整備計画事業交付金 3,500



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【砂防課】

砂防関係公共事業 3,192,450 土石流、地すべり、がけ崩れ等の土砂災害から県民の生命・財産を

(3,317,640) 守り、豊かな県土を形成するため、ハード・ソフトの両面から土砂災

害対策を実施する。

国 1,251,363

主な補助公共事業（超過負担含む） （資－土木４）

分 52,460 事 業 名 箇所数 見積額

起 1,796,800 補助通常砂防事業費 17 1,045,170

○一 91,827 補助地すべり対策事業費 1 21,000

補助砂防総合流域防災事業費 32 1,031,100

補助急傾斜地崩壊対策事業費 10 401,310

補助急傾斜地総合流域

防災事業費 6 182,700

補助砂防障害防止対策

事業費（補助分） 1 21,270

主な単独公共事業

事 業 名 箇所数 見積額

単独通常砂防事業費 12 230,000

砂防維持補修費 8 70,000

市町急傾斜地崩壊対策事業費補助 7 189,900

国直轄砂防事業費負 74,171 国が直轄で実施する砂防整備事業に対して、その経費の一部を法律

担金 (74,171) の定めるところにより負担する。

起 74,100

○一 71



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【都市計画課】

都市計画関係公共事 1,633,162 安全で住みよい街づくりを推進するため、都市施設の基本となる街

業 (1,334,901) 路の整備により秩序ある市街地形成を図る。（資－土木２）

また、都市公園の整備を促進し、県民のゆとりある快適な暮らしの

国 847,685 確保を図る。

分 310,922 主な補助公共事業

事 業 名 箇所数 見積額

起 474,400

補助都市計画街路事業費 4 1,426,950

○一 155

補助都市公園事業費 2 200,550

市町都市計画事業調整推進費 － 5,662

単独都市計画街路事 39,200 市街地の都市基盤である街路の整備を促進し、市街地交通の安全と

業費 (39,200) 円滑化を図る。

分 11,445 ５路線

起 27,700

○一 55

単独都市公園事業費 30,000 都市公園の整備を促進し、県民のゆとりある快適な暮らしの確保を

(50,000) 図る。

分 885 ３箇所

起 25,400

○一 3,715



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【住宅課】

県営住宅関係公共事 429,973 県営住宅団地の建替を計画的に実施し、高齢化に対応した安全・安

業 (245,136) 心・快適な住環境を整備する。

国 197,777 主な補助公共事業

事 業 名 箇所数 見積額

起 201,900

県営住宅建設事業費 3 357,754

○一 30,296

市町市街地再開発事 116,837 接道不良住宅や小規模な敷地が多く、公園や道路等が著しく不足し

業調整推進費 ( 58,860) ている木造住宅の密集市街地を、安全な都市環境に再生するため再開

発事業を施行する組合に対し補助する市町に補助を行う。

国 2,382

市街地再開発事業費補助 １箇所（資－土木５） 114,375

起 114,300

○一 155

開発行為等規制事務 8,888 １ 宅地耐震化推進事業費 5,930
費 (12,127)

地震対策事業として、大規模盛土造成地の存在状況を把握する
国 1,932 とともに、概略的な安定度判定を実施し、大規模盛土造成地マッ

プ等にて県民あて情報提供を図る。
使 2,736

○一 4,220

県営住宅管理費 424,871 県内45団地3,080戸の県営住宅の適正な管理を県住宅供給公社の管
(418,632) 理代行により効率的に実施するとともに、家賃徴収事務を適切かつ円

滑に行う。
国 22,424 また、平成24年度に予定している県営住宅の指定管理制度への移行

に伴い、管理システムの構築を行う。
使 305,873

１ 県営住宅管理費 415,568
財 111

(1) 県営住宅管理代行事務 206,661
起 13,600

(2) 県営住宅個別事務 106,916
○一 82,863

(3) 県営住宅管理システム開発業務 18,800

２ 家賃滞納等納付指導費 9,303



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

住生活基本計画策定 5,058 滋賀県住生活基本計画の中間見直しに伴い、これを受けて策定され

事業費 (5,250) た滋賀県営住宅ストック活用計画および滋賀県公営住宅等長寿命化計

画についても今後の県営住宅のあり方を含めて見直しを行い、既存ス

国 2,200 トックの円滑な更新と効率的な運用を行う。

起 1,900 公営住宅等長寿命化計画策定等業務 4,000

○一 958

優良賃貸住宅供給促 16,596 中堅所得者および高齢者に対して、快適でゆとりある良好な居住環

進事業費 (20,506) 境を備えた優良賃貸住宅を供給する。

国 501 １ 特定優良賃貸住宅家賃対策費補助

補助対象 221戸 6,949

○一 16,095

２ やすらぎ淡海の家家賃対策費補助

補助対象 116戸 8,996



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【建築課】

建築基準法等施行事 54,047 １ 被災建築物応急危険度判定士認定更新・養成等業務 4,200

務費 (54,848)

県が認定する「被災建築物応急危険度判定士」の有効期限が平

国 12,100 成23年10月に失効するため、更新手続きを実施する。

また、新規判定士の養成および既認定判定士の能力維持のため

使 39,099 の講習会を実施し、新規判定士および既認定判定士を合わせた登

録簿と連絡網の再構築を行う。

○一 2,848 さらに、効率的に判定活動が行えるよう調整する「判定コーデ

ィネーター」を養成する必要があるため、これらの講習会開催

と、受講者名簿の作成を併せて行う。

木造住宅耐震化促進 34,859 １ 木造住宅耐震化促進事業費（資－土木５） 34,859

事業費 (22,043)

(1) 木造住宅耐震診断員派遣事業費補助 7,500

国 14,369 昭和56年5月以前に着工された木造住宅について、無料で耐

震診断員を派遣する事業を実施する市町に対して補助を行う。

○一 20,490

(2) 木造住宅耐震改修事業費補助 24,950

耐震診断の結果、地震被災時に倒壊する可能性があると判定

された木造住宅の耐震改修とこれに併せて実施されるバリアフ

リー改修に補助する市町に対して補助を行う。

また、主要道路沿いや高齢者世帯の住宅の耐震改修を促進す

るため、割増し補助する市町に対して補助を行う。

さらに、耐震対策・減災対策を加速させるために、緊急支援

として、上乗せ補助する市町に対して定額補助を行う。

(3) 住宅耐震改修リバース・モーゲージ融資活用事業費補助

300

住宅金融支援機構等のリバ－ス・モ－ゲ－ジ融資申込みに必

要な不動産鑑定費用等の経費に対し助成する。

(4) 耐震診断・改修に関する技術支援・普及啓発 646

耐震診断員等の育成講習会の開催や出前講座の実施など、耐

震診断・改修に関する技術的な支援および普及啓発を図る。


